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配 布 日 時        

令和３年１２月１５日 

１４：００ 

 

「第１回 中国管内の港湾における広域連携 BCP 協議会」 
を開催します 

 
内閣府が公表した南海トラフ巨大地震の被害想定によれば、関東から東海、近

畿や九州までの広い範囲で強い揺れと大きな津波が発生し、中国地方においても

瀬戸内側において甚大な被害が懸念されます。このような大規模災害において、

国民生活や社会経済への影響を最小限に留めるためには、中国管内の港湾が連携

し対応することが重要です。 

こうした背景を踏まえ、中国管内の港湾関係者が連携して港湾機能を早期に回

復させ、国民生活や社会経済への影響を最小限に留めるための事業継続計画を検

討する「中国管内の港湾における広域連携 BCP 協議会」を開催します。 

 

〇日時：令和３年１２月２０日（月）１５時～１７時００分 

 

〇場所：中国地方整備局 港湾空港部 特別会議室  ※Web 会議形式 

（広島市中区東白島町 14-15 NTT クレド白島ビル 13F）  

 

〇次第：主催者挨拶 

    委員紹介 

議事 

・中国管内の港湾における広域連携ＢＣＰ協議会について 

・中国広域港湾機能継続計画（案）について 

 

〇名簿：別紙１ のとおり 

 

○その他 

・会議は非公開としますが、報道関係者は冒頭の挨拶まで傍聴が可能です。 

・傍聴、取材を希望される方は、別紙２ により１２月１７日（金）１７時まで

に電子メールにてお申し込みをお願いします。 

＜問い合せ先＞  

   国土交通省 中国地方整備局 港湾空港部 

    港湾空港防災・危機管理課長 古藤 順一（ことう じゅんいち） 

             課長補佐 三原 正悟（みはら しょうご） 

    ＴＥＬ ０８２－５１１－３９０９（直通） 

■同時発表先：合同庁舎記者クラブ、広島県政記者クラブ、中国地方建設記者クラブ、

港湾空港タイムス、日本海事新聞社、海事プレス社、マリタイムディリーニュース社、 

港湾新聞社 



（敬称略、順不同）

広島大学大学院 工学研究科 准教授 尾﨑 則篤
島根県立大学 総合政策学部 教授 久保田 典男
鳥取県県土整備部 空港港湾課長
島根県土木部 港湾空港課長
岡山県土木部 港湾課長
広島県土木建築局 港湾振興課長
山口県土木建築部 港湾課長
境港管理組合 次長
呉市産業部 港湾漁港課長
中国運輸局 交通政策部長
中国運輸局 海事振興部長
中国運輸局 総務部 安全管理・危機管理調整官
第六管区海上保安本部 交通部長
第七管区海上保安本部 交通部長
第八管区海上保安本部 交通部長
中国地方整備局 港湾空港部長
中国地方整備局 境港湾・空港整備事務所長
中国地方整備局 宇野港湾事務所長
中国地方整備局 広島港湾・空港整備事務所長
中国地方整備局 宇部港湾・空港整備事務所長
中国地方整備局 広島港湾空港技術調査事務所長
（一社）日本埋立浚渫協会 中国支部長
中国地区港湾空港建設協会 連合会長
（一社）日本海上起重技術協会 中国支部 長
（一社）日本潜水協会 近畿中国四国支部長
（一社）海洋調査協会  中国支部 副支部長
（一社）港湾技術コンサルタンツ協会 担当理事
 全国浚渫業協会 関西支部長 

国の機関

有識者

中国管内の港湾における広域連携BCP協議会  委員名簿

港湾管理者

関係団体

別紙１



傍聴、取材を希望する場合は、この様式により、下記連絡先までメールでお申し込み下さい。

申込締切は、１２月２０日（月）　１０時００分です。

　会社名および部署名

　取材者　（代表者の役職・氏名を記載願います）

（代表者）

　連絡先 12

電話番号

e-mail

※Web会議のURL送付のため、必ず記載願います。

上記のとおり、取材を申し込みます。

中国地方整備局　港湾空港防災・危機管理課　課長補佐宛

【注意事項】

・傍聴は、冒頭の挨拶までとさせて頂きます。

・新型コロナウィルス感染症の拡大防止の観点からWEB 上での傍聴のみとさせて頂きます。

・通信設備の都合により１社につき１回線とさせていただきます。

・方式はMicrosoft Teams を想定しています。

傍聴申込書

e-mail　mihara-s87cf@mlit.go.jp

別紙２


